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米国会計基準採用の有無　　無 　　 　
　
1.18年９月中間期の連結業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）
　(1) 連結経営成績　　　　　　　　　　　　(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 18年９月中間期 6,322 △2.8 528 926.0 631 323.1

 17年９月中間期 6,503 7.8 51 △56.9 149 △26.1

18年 ３ 月 期 12,169 　 229 　 443 　

　

　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益
潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)純利益
　 百万円 ％ 円 銭 円 銭

18年９月中間期 378 ― 13 90 　 ―

17年９月中間期 5 △95.5 ０ 22 　 ―

18年 ３ 月 期 260 　 ９ 51 　 ―
(注) ① 持分法投資損益 18年９月中間期 36百万円 17年９月中間期 　41百万円 18年３月期 66百万円

　 ② 期中平均株式数(連結) 18年９月中間期 27,213,781株 17年９月中間期 26,617,812株 18年３月期 26,922,683株

　 ③ 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ④ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
　(2) 連結財政状態　　　　　　　　　　　　(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 15,397 11,201 72.7 410 92

17年９月中間期 15,231 10,492 68.9 389 26

18年 ３ 月 期 15,221 11,069 72.7 408 18
(注) 期末発行済株式数(連結) 18年９月中間期 27,259,276株 17年９月中間期 26,954,129株 18年3月期 27,106,970株

　
　(3) 連結キャッシュ・フローの状況　　　　(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　
営業活動による

キャッシュ･フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
　 百万円 百万円 百万円 百万円

18年９月中間期 △462 97 △218 1,440

17年９月中間期 1,018 △1,556 △165 1,779

18年 ３ 月 期 924 △1,209 △175 2,023

　
　(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数 １社　 持分法適用非連結子会社数 ０社　 持分法適用関連会社数 ３社
　(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結(新規) ０社　 (除外) ０社　 持分法(新規) ０社　 (除外) ０社
　
2.　19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）
　 売上高 経常利益 当期純利益

　 百万円 百万円 百万円

通期 12,000 950 550

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　20円18銭
※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予

想数値と異なる結果となる可能性があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料８ページをご参照下さい。　　
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1. 企業集団の状況

当社グループ（当社並びに当社の子会社及び関連会社）は、当社（フジ日本精糖株式会社）、子会社１社

（協立食品株式会社）及び関連会社３社（マ・マーマカロニ株式会社、太平洋製糖株式会社及び南栄糖業株

式会社）によって構成されています。当社グループは、精糖事業のほか、食品物資事業及び不動産事業を主

たる業務として行っております。

当社グループの事業内容及び各事業における当社及び関係会社の位置付けは以下のとおりであります。

次の３つの事業は「事業の種類別セグメント情報」の区分と同一であります。

(１)精糖事業

当社は精製糖、砂糖関連商品の製造販売を行っております。また、関連会社である南栄糖業株式会社は鹿

児島県で粗糖の生産を行っており、当社はその一部を双日株式会社を通じて購入しております。また、関連

会社である太平洋製糖株式会社は当社を含む同業他社から委託を受け、精製糖の製造を行っております。

(２)食品物資事業

イ.　機能性食品部門

機能性食品素材「イヌリン」の製造販売及び果汁、香料や各種機能性食品素材の仕入販売を行っており

ます。

ロ.　フードサイエンス（食品添加物）部門

食品添加物の製造加工、販売を行っております。

ハ.　キープ（切花活力剤）部門

切花活力剤「キープ・フラワー」の製造販売を行っております。

(３)不動産事業

当社が所有する土地建物などを賃貸しております。なお、前期定時株主総会決議により、新たに不動産の

売買、仲介を事業目的としております。

　

このほか、関連会社であるマ・マーマカロニ株式会社は設立の経緯に伴い、当社及び協立食品株式会社が

その発行済株式総数の28.3％を所有し、持分法適用会社となっておりますが、現在は株式会社日清製粉グル

ープ本社の傘下にあり、工場用地の賃貸以外に営業上の取引はありません。
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以上に説明した事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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2. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

当社の経営理念は『夢のあるたくましい会社』を目指し、健康な生活づくりに貢献することであり、そ

の為に、

・「顧客ニーズに応える価値の創造」

・「人間尊重を基本とした企業文化の形成」

・「社会に評価される企業価値の増大」

・「研究開発の推進による知的財産の充実・拡大」

・「公正で透明性のある企業活動の徹底」

・「地球に優しい環境経営の強化・拡大」

・「社会に貢献する企業市民活動の推進」

の７つの経営方針に基づき高い収益力、健全な財務体質、組織の活性化、透明性のあるスピード経営を実

現して株主、取引先、従業員の満足度を高め、食文化による豊かな生活づくりと社会貢献を目指して会社

の価値を高めることを基本方針としております。

(2) 会社の利益配分に関する基本方針

当社は、厳しい業界環境下、安定的な経営成績の確保、強固な経営基盤の確立に努め、株主の皆様に対

しては、安定的な利益還元の継続や自己株式の取得等の資本政策による株主価値の向上を経営の重要課題

としております。配当政策につきましては、安定的な配当の実施を基本方針としておりますが、業績に応

じた内部留保の充実等も含めて総合的に判断することとしながら、DOE（株主資本配当率）３％を目指し

ます。

(3) 目標とする経営指標

当社は、経営の効率化による企業価値の向上に取り組んでおります。重要な経営指標としましては、成

長のための売上高増加や資本効率の指標としてROE（株主資本利益率）６％を目指します。

(4) 中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題

当社は、３つの事業部門の収益力の一層の向上を図り、安定した収益体制を構築しながら、次の中核と

なる新事業、新商品を開発する投資やM＆Aを積極的に行い、企業の活力を高めるよう努める所存です。

イ．精糖事業

長引く砂糖消費低迷のなか、WTO（世界貿易機関）やFTA（自由貿易協定）の農業交渉の行方、国内にお

ける制度改正による国内産糖と輸入糖の棲み分けの動向なども、精糖業界に与える影響は大きいところで

あります。また、残留農薬のポジティブリスト制度導入等消費者の食に対する安心・安全の関心は益々高

まっております。一方、海外原糖市況の動向も注意深く観察し、砂糖相場の変動に柔軟に対処することが

大きな課題であります。こうした状況の中、食の安全・安心を確保しつつ、顧客ニーズに迅速な対応を図

り、コスト削減、適正な価格の販売を徹底し、主体性のある営業戦略を展開します。

ロ．食品物資事業

機能性食品部門は、イヌリンの用途開発に取組み、市場開拓を推進し、事業の拡大を図ります。

食品添加物部門は、抽出・粉末化などの加工技術を活かし、自社製品分野の開発に注力し、収益拡大を図

ります。切花活力剤部門では、キープ・フラワーの家庭用、業務用製品の拡販を図ると共に新商品の開発

に注力します。
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ハ．不動産事業

既存の保有不動産の賃貸による安定収益源の確保を図りつつ、不動産事業の内容を売買、仲介等に広

げ、今後の不動産事業の拡大、発展を図ります。

(5) 親会社等に関する事項

１．親会社等の商号等

親会社等 属性
親会社等の

議決権所有割合
(％)

親会社等が発行する株券が上場されて
いる証券取引所等

双日株式会社 その他の関係会社
(被所有)

直接　　30.8
間接　　 1.6

株式会社東京証券取引所　市場第一部
株式会社大阪証券取引所　市場第一部

２．親会社等の企業グループにおける当社の位置付けその他の当社と親会社等との関係

双日株式会社は当社の関係会社（その他の関係会社）であり、当社議決権の32.4％（間接所有

1.6％を含む）を所有する筆頭株主であります。

同社は当社の販売代理店及び原料糖の仕入先であります。なお、価格及びその他の取引条件は、他

の代理店と同様の条件及び国内外の粗糖定期相場に基づいて決定しておりますので、同社からの事業

上の制約はなく、独自に事業活動を行っており、親会社等からの独立性は確保されております。ま

た、親会社等からの社外取締役が１名おりますが、当社の独立性に及ぼす影響はありません。
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3. 経営成績及び財政状態

　

(1) 経営成績

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、企業収益の改善や設備投資の増加、雇用情勢の改善に広

がりが見られるなど穏やかな回復基調のもとで推移しましたが、原油価格高騰の長期化や金利上昇懸念な

どによる先行きの不透明感が拭いえない状況が続いております。

この様な環境の中で当社グループは、前期までで事業の選択をほぼ完了し、当中間連結会計期間は引き

続き精糖事業、食品物資事業の強化・拡大に努めると共に、不動産事業への取り組みも強化しました。ま

た、社内諸制度の充実、環境経営の推進の為のISO14001取得への取り組みなど経営基盤をより強化してま

いりました。

精糖事業においては、原糖相場動向に機敏に対応した原糖の買い付けに加え、更に徹底した物流コスト

及び加工コストの削減を実施し、品質とサービスによる顧客重視の営業活動を展開しました。

また、食品物資事業においては、社内研究体制の充実を図るとともに各研究機関や大学との共同研究を

推進し、機能性食品部門の高付加価値製品の開発、特に主力製品であるイヌリンの用途開発に積極的に取

り組み、拡販活動に注力してまいりました。

この結果、当中間連結会計期間の当社グループの業績は、売上高6,322,429千円(前年同期比2.8％減)と

なりましたが不採算事業からの撤退効果や原糖高の販売価格への転嫁が順調に推移したことなどにより営

業利益528,107千円(同926.0％増)、経常利益631,940千円(同323.1％増)となり特別損失として事業所閉鎖

費用など総額23,295千円を計上した結果、中間純利益は378,301千円(前年同期中間純利益5,928千円)とな

りました。

なお、事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

(精糖事業)

精糖事業につきましては、海外原糖市況は期初ニューヨーク市場現物相場19.28セント（1ポンド当た

り）で始まり、しばらく堅調な動きを続けた後、ブラジル・タイ・インド等主要砂糖生産国の増産見通し

により、来年度の世界需給が供給過剰になるとの予測から反落に転じました。

　８月には原油相場など国際商品相場の下落につられ軟調となり、９月に入ると米国ヘッジファンドの天

然ガス先物取引の運用失敗を反映した投機筋の手仕舞い売りが殺到、10月限の納会に向け下げに拍車をか

け、結局12.31セントで当中間連結会計期間末を迎えることとなりました。

　　ニューヨーク市場現物相場（ＵＳセント／ポンド当たり）の動き

　　　　　期初　　  高値　　　安値　　　期末　　　平均

　　　　　19.28     19.28     11.36     12.31     15.80

一方、国内製品市況は、期初東京現物相場下値156円、上値157円（上白大袋１キログラム当たり）で始

まり、８月以降海外原糖相場の下落はあったものの、先行きの不透明感が強く、また反転予測も拭えず、

出荷価格が据え置かれたことから、そのまま下値156円、上値157円で当中間連結会計期間末を迎えまし

た。

平成17砂糖年度の国内消費量は消費の回復を期待し216万トンと見込まれましたが、加糖調製品へのシ

フト、長梅雨や台風などの影響を受け、残念ながら食品全般に消費の伸び悩みが続き、結局、212万トン

に落ち込む結果となりました。この様な環境のなか、当社グループは飲料ユーザーが砂糖の一部を異性化

糖へシフトしたこと、昨年の9月に値上げ前の仮需があったことなどにより、販売量が落ち込むこととな
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りましたが、原糖高を反映した適正価格の販売に注力した結果、営業利益は前年同期を上回ることが出来

ました。

この結果、精糖事業の売上高は5,592,121千円（前年同期比6.1％増）、営業利益398,584千円（前年同

期営業利益23,046千円）となりました。

(食品物資事業)

食品物資事業につきましては、機能性食品部門はイヌリンの用途開発や認知度向上がすすんだことから

粉末品の出荷量が順調に増加し、当中間連結会計期間において前期の年間販売量を上回る実績となりまし

た。しかしながら、液型イヌリンについては、用途開発、市場開拓に更なる努力が必要な状況です。

食品添加物部門は、受託業務中心にほぼ前年同期並みに推移し、自社開発商品分野での研究にも努力を

傾注しております。また、切花活力剤部門については、家庭用製品の新たな販路開拓に営業努力を傾けた

ことにより、前年同期実績を僅かながら上回る結果となりました。

なお、舞茸事業については、販売価格の下落による厳しい事業環境の好転が望めないことから、事業継

続を断念いたしました。また、畜産物事業は、前連結会計年度中に撤退しております。

この結果、畜産物事業及び舞茸事業からの撤退もあり食品物資事業の売上高は436,136千円（前年同期

比53.8％減）と大幅に減少しましたが、営業損失は59,561千円（前年同期営業損失148,663千円）と改善

いたしました。

(不動産事業)

不動産事業につきましては、横浜市保土ヶ谷の土地や本社ビルの賃貸は順調に推移いたしましたが、清

水の工場跡地については引き続き関係先と鋭意折衝中であります。

この結果、不動産事業の売上高は294,171千円（前年同期比1.3％増）、営業利益253,006千円（同3.6％

増）となりました。

(2) 財政状態

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。）は、税金等調整前中間純利

益の計上、投資有価証券の売却・償還による収入等があったものの、預け金の増加やたな卸資産の増加等

により、前連結会計年度末に比べ583,125千円(28.8％)減少し、当中間連結会計期間末には1,440,094千円

となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間において営業活動の結果使用した資金は、462,748千円(前年同期　1,018,152千円

収入)となりました。

これは主として税金等調整前中間純損失から税金等調整前中間純利益に転じたものの、預け金の増加、

たな卸資産の増加等があったことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間において投資活動の結果得られた資金は、97,320千円(前年同期　1,556,893千円支

出)となりました。

これは主として投資有価証券の取得による支出の減少及び投資有価証券の売却・償還による収入の増加

等があったことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は、218,022千円(前年同期比31.7％増)とな

りました。
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これは主として配当金の支払額の増加や自己株式の売却による収入の減少等があったことによるもので

あります。

(3）通期の見通し

主力の精糖事業につきましては、海外原糖相場が期中より軟調に推移しているものの、先行きに対する

不透明感が強く、今後の相場に関しては、注意深く動向を見ていく必要があります。そのため、当社を取

り巻く事業環境や業界動向については必ずしも安定的に推移するとは限りません。

食品物資事業につきましては、引き続きイヌリンの用途開発や認知度向上を図り、販売力強化に努めて

いくことで増収を見込んでおり、不動産事業については堅調に推移することを予測しております。

このような状況下、当社は、収益力の強化は勿論のこと、地球環境に配慮した活動やコンプライアンス

活動の充実など株主の皆様・ユーザー・消費者の信頼を得られることのできる事業活動をし、経営理念で

ある『夢のあるたくましい会社』の実現に努める所存であります。

通期の連結業績見通しにつきましては、売上高12,000百万円、経常利益950百万円、当期純利益550百万

円を見込んでおります。

(4) 事業等のリスク

(農業政策の影響)

当社グループの主力の精糖事業において、WTO（世界貿易機関）での農業交渉やFTA（自由貿易協定）交

渉の進展や国内の農業政策の変更が精糖事業の業績に対して影響を及ぼす可能性があります。

(生産拠点の集約)

当社の精製糖生産は、大半を他の精製糖製造会社に生産委託しており、生産委託先において技術的もし

くは規制上の問題、又は火災、地震その他の人災もしくは自然災害により、操業停止等の混乱が発生した

場合、当該製品の供給が停止し、当社の業績に悪影響を与える可能性があります。

(製造物責任)

製品の研究、開発、製造及び販売につきまして、潜在的な製造物責任を負う可能性があります。当社グ

ループは、賠償責任保険に加入しておりますが、これらの保険の補償範囲を超えた請求が認められた場

合、業績に悪影響を与える可能性があります。

(原糖価格の変動)

精糖事業につきましては、原料糖の仕入の大半を海外からの輸入によりまかなっております。そのた

め、海外原糖市況、海上運賃、為替相場、エタノールの需給等の影響により、原料糖仕入価格が変動し、

業績に対して影響を与える可能性があります。

(国内製品価格の変動)

精糖事業につきましては、製品の差別化が困難な商品であるため、国内における価格競争の影響によ

り、製品販売価格が下落し、業績に悪影響を与える可能性があります。

(株式相場の変動)

当社グループは、当中間連結会計期間末で時価のあるその他有価証券を3,786,747千円保有しており、

株式相場の変動が、業績に対して影響を与える可能性があります。

(「固定資産の減損に係る会計基準」の適用)

当社グループは、平成18年3月期より、「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しております。今後

の地価の下落及び各事業の収益状況によって、新たに減損損失が発生し、業績に対して影響を与える可能

性があります。
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4. 中間連結財務諸表等

中間連結財務諸表

① 中間連結貸借対照表

　

　 　
前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 1,697,400 　 　 1,421,294 　 　 2,004,433 　

　２　受取手形及び売掛金 注４ 　 785,948 　 　 596,251 　 　 524,466 　

　３　有価証券 注２ 　 85,360 　 　 51,830 　 　 21,786 　

　４　たな卸資産 　 　 945,655 　 　 1,338,112 　 　 838,760 　

　５　預け金 　 　 ― 　 　 809,000 　 　 ― 　

　６　その他 　 　 870,339 　 　 705,894 　 　 935,539 　

　７　貸倒引当金 　 　 △5,920 　 　 △504 　 　 △338 　

　　　流動資産合計 　 　 4,378,783 28.7 　 4,921,879 32.0 　 4,324,648 28.4

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 注１ 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物及び構築物 　 916,359 　 　 870,376 　 　 898,891 　 　

　　(2) 機械装置及び
　　　　運搬具

　 733,187 　 　 603,936 　 　 632,049 　 　

　　(3) 土地 　 2,176,249 　 　 2,073,856 　 　 2,073,856 　 　

　　(4) その他 　 69,522 3,895,319 25.6 53,771 3,601,941 23.4 58,015 3,662,812 24.1

　２　無形固定資産 　 　 106,989 0.7 　 92,309 0.6 　 100,059 0.6

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 注２ 5,906,227 　 　 5,578,530 　 　 6,046,386 　 　

　　(2) 長期貸付金 　 ― 　 　 789,338 　 　 695,979 　 　

　　(3) その他 　 1,039,835 　 　 506,423 　 　 484,275 　 　

　　(4) 貸倒引当金 　 △95,906 6,850,156 45.0 △93,188 6,781,103 44.0 △92,297 7,134,343 46.9

　　　固定資産合計 　 　 10,852,465 71.3 　 10,475,355 68.0 　 10,897,216 71.6

　　　資産合計 　 　 15,231,248 100.0 　 15,397,234 100.0 　 15,221,864 100.0
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前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　買掛金 注２ 　 315,671 　 　 152,992 　 　 145,925 　

２　短期借入金 注２ 　 1,020,532 　 　 992,000 　 　 992,000 　

３　未払法人税等 　 　 46,944 　 　 7,684 　 　 76,014 　

４　賞与引当金 　 　 64,630 　 　 60,817 　 　 60,801 　

５　役員賞与引当金 　 　 ― 　 　 3,095 　 　 ― 　

６　事業構造改革引当金 　 　 107,600 　 　 ― 　 　 ― 　

７　その他 　 　 1,016,555 　 　 897,741 　 　 648,133 　

　　流動負債合計 　 　 2,571,934 16.9 　 2,114,330 13.8 　 1,922,875 12.6

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　長期借入金 注２ 　 685,000 　 　 543,000 　 　 614,000 　

２　退職給付引当金 　 　 659,727 　 　 632,872 　 　 647,214 　

３　役員退職慰労引当金 　 　 40,800 　 　 50,625 　 　 48,500 　

４　その他 　 　 781,630 　 　 855,056 　 　 920,138 　

　　固定負債合計 　 　 2,167,157 14.2 　 2,081,554 13.5 　 2,229,852 14.7

　　負債合計 　 　 4,739,091 31.1 　 4,195,884 27.3 　 4,152,727 27.3

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 1,524,460 10.0 　 ― ― 　 1,524,460 10.0

Ⅱ　資本剰余金 　 　 2,412,812 15.9 　 ― ― 　 2,466,973 16.2

Ⅲ　利益剰余金 　 　 6,341,056 41.6 　 ― ― 　 6,595,671 43.3

Ⅳ　その他有価証券評価
　　差額金

　 　 884,118 5.8 　 ― ― 　 1,080,458 7.1

Ⅴ　為替換算調整勘定 　 　 △63,878 △0.4 　 ― ― 　 ― ―

Ⅵ　自己株式 　 　 △606,412 △4.0 　 ― ― 　 △598,426 △3.9

　　　資本合計 　 　 10,492,156 68.9 　 ― ― 　 11,069,136 72.7

　　　負債資本合計 　 　 15,231,248 100.0 　 ― ― 　 15,221,864 100.0
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前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― 　 　 1,524,460 　 　 ― 　

　２　資本剰余金 　 　 ― 　 　 2,477,879 　 　 ― 　

　３　利益剰余金 　 　 ― 　 　 6,779,614 　 　 ― 　

　４　自己株式 　 　 ― 　 　 △566,606 　 　 ― 　

　　　株主資本合計 　 　 ― ― 　 10,215,348 66.3 　 ― ―

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 ― 　 　 984,820 　 　 ― 　

　２　繰延ヘッジ損益 　 　 ― 　 　 1,181 　 　 ― 　

　　　評価・換算差額等
　　　合計

　 　 ― ― 　 986,001 6.4 　 ― ―

　　　純資産合計 　 　 ― ― 　 11,201,349 72.7 　 ― ―

　　　負債純資産合計 　 　 ― ― 　 15,397,234 100.0 　 ― ―
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② 中間連結損益計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 6,503,623 100.0 　 6,322,429 100.0 　 12,169,516 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 5,196,537 79.9 　 4,724,040 74.7 　 9,641,108 79.2

　　　売上総利益 　 　 1,307,086 20.1 　 1,598,388 25.3 　 2,528,408 20.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 注１ 　 1,255,615 19.3 　 1,070,281 16.9 　 2,299,121 18.9

　　　営業利益 　 　 51,470 0.8 　 528,107 8.4 　 229,286 1.9

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 19,462 　 　 21,937 　 　 68,365 　 　

　２　受取配当金 　 21,854 　 　 36,305 　 　 52,501 　 　

３　為替差益 　 17,836 　 　 8,649 　 　 25,014 　 　

　４　持分法による
　　　投資利益

　 41,016 　 　 36,539 　 　 66,601 　 　

　５　その他 　 8,944 109,114 1.7 11,762 115,195 1.8 27,140 239,623 1.9

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 10,396 　 　 9,020 　 　 19,226 　 　

　２　その他 　 817 11,213 0.2 2,341 11,361 0.2 6,283 25,509 0.2

　　　経常利益 　 　 149,371 2.3 　 631,940 10.0 　 443,401 3.6

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却益 注２ 1,140 　 　 ― 　 　 1,140 　 　

　２　投資有価証券償還益 　 4,321 　 　 1,493 　 　 4,400 　 　

　３　合理化助成金 注３ 51,000 　 　 ― 　 　 51,000 　 　

　４　事業構造改革引当金　
　　　戻入益

　 23,099 　 　 ― 　 　 39,778 　 　

　５　その他 　 ― 79,560 1.2 ― 1,493 0.0 160,801 257,120 2.1

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産除却損 注４ 5,722 　 　 2,791 　 　 9,931 　 　

　２　固定資産売却損 注５ 394 　 　 ― 　 　 394 　 　

　３　減損損失 注６ 228,349 　 　 ― 　 　 228,349 　 　

　４　投資有価証券売却損 　 ― 　 　 6,127 　 　 ― 　 　

　５　投資有価証券評価損 　 30 　 　 ― 　 　 39,639 　 　

　６　事業所閉鎖費用 注７ ― 　 　 13,626 　 　 ― 　 　

　７　その他 　 458 234,953 3.6 750 23,295 0.3 ― 278,315 2.2

　　　税金等調整前中間
　　　(当期)純利益又は

税金等調整前中間
純損失(△)

　 　 △6,021 △0.1 　 610,138 9.7 　 422,206 3.5

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

　 38,690 　 　 3,462 　 　 167,548 　 　

　　　法人税等調整額
　　　(△貸方)

　 △50,639 △11,949 △0.2 228,374 231,837 3.7 △5,885 161,662 1.4

　　　中間(当期)純利益 　 　 5,928 0.1 　 378,301 6.0 　 260,543 2.1
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③ 中間連結剰余金計算書

　

　 　

前中間連結会計期間
　

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部) 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本剰余金期首残高 　 　 2,366,989 　 2,366,989

Ⅱ　資本剰余金増加高 　 　 　 　 　

　　　自己株式処分差益 　 45,823 45,823 99,984 99,984

Ⅲ　資本剰余金中間期末(期末)残高 　 　 2,412,812 　 2,466,973

(利益剰余金の部) 　 　 　 　 　

Ⅰ　利益剰余金期首残高 　 　 6,567,017 　 6,567,017

Ⅱ　利益剰余金増加高 　 　 　 　 　

　　　中間(当期)純利益 　 5,928 5,928 260,543 260,543

Ⅲ　利益剰余金減少高 　 　 　 　 　

　１　配当金 　 159,752 　 159,752 　

　２　役員賞与 　 4,450 　 4,450 　

　　　(うち監査役賞与) 　 (1,000) 　 (1,000) 　

　３　資産再評価に伴う剰余金減少高 　 67,686 231,889 67,686 231,889

Ⅳ　利益剰余金中間期末(期末)残高 　 　 6,341,056 　 6,595,671

　 　 　 　 　 　

(注)資産再評価に伴う剰余金減少高は、豪州の会計制度に基づく豪州子会社の資産再評価によるものであります。

― 13 ―



④ 中間連結株主資本等変動計算書

当中間連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,524,460 2,466,973 6,595,671 △598,426 9,988,678

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　利益処分による剰余金の配当 　 　 △189,748 　 △189,748

　利益処分による役員賞与 　 　 △4,610 　 △4,610

　中間純利益 　 　 378,301 　 378,301

　自己株式の取得 　 　 　 △21,799 △21,799

　自己株式の処分 　 10,906 　 53,619 64,526

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額) 　 　 　 　 　

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円) 　 10,906 183,942 31,820 226,669

平成18年９月30日残高(千円) 1,524,460 2,477,879 6,779,614 △566,606 10,215,348

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,080,458 ― 1,080,458 11,069,136

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　

　利益処分による剰余金の配当 　 　 　 △189,748

　利益処分による役員賞与 　 　 　 △4,610

　中間純利益 　 　 　 378,301

　自己株式の取得 　 　 　 △21,799

　自己株式の処分 　 　 　 64,526

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額) △95,637 1,181 △94,456 △94,456

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円) △95,637 1,181 △94,456 132,213

平成18年９月30日残高(千円) 984,820 1,181 986,001 11,201,349
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⑤ 中間連結キャッシュ・フロー計算書

　

　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

税金等調整前中間(当期)純利益又は
税金等調整前中間純損失(△)

△6,021 610,138 422,206

減価償却費 126,111 96,120 235,623

減損損失 228,349 ― 228,349

賞与引当金の増減額(減少：△) 1,838 16 △1,990

役員賞与引当金の増加額 ― 3,095 ―

貸倒引当金の増減額(減少：△) 1,266 1,056 △3,503

事業構造改革引当金の減少額 △23,099 ― △130,699

退職給付引当金の減少額 △8,267 △14,341 △20,780

役員退職慰労引当金の増減額(減少：△) △24,675 2,125 △16,975

受取利息及び受取配当金 △41,317 △58,243 △120,866

支払利息 10,396 9,020 19,226

為替差益 △17,011 △325 △16,828

持分法による投資利益 △41,016 △36,539 △66,601

投資有価証券売却損 ― 6,127 ―

投資有価証券評価損 30 ― 39,639

投資有価証券償還益 △4,321 △1,493 △4,400

固定資産除却損 5,722 2,791 9,931

固定資産売却益 △1,140 ― △1,140

固定資産売却損 394 ― 394

合理化助成金 △51,000 ― △51,000

事業所閉鎖費用 ― 13,626 ―

売上債権の増加額 △166,022 △71,784 △28,937

たな卸資産の増減額(増加：△) 405,436 △499,351 346,686

預け金の増加額 ― △809,000 ―

その他流動資産の増減額(増加：△) △4,727 279,073 △321,529

仕入債務の増加額 125,575 7,066 54,694

その他流動負債の増加額 79,427 13,263 55,334

その他固定負債の増減額(減少：△) 359 △172 2,740

役員賞与支払額 △4,450 △4,610 △4,450

その他 172 △7,955 △136,109

小計 592,010 △460,297 489,014

利息及び配当金の受取額 46,501 85,462 113,889

利息の支払額 △10,402 △9,494 △19,583

合理化助成金の受取額 508,752 ― 559,752

工場閉鎖に伴う支出額 △46,840 ― △46,840

法人税等の支払額 △71,868 △78,418 △171,902

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,018,152 △462,748 924,330
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前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

定期預金の預入による支出 ― △10,000 ―

投資有価証券の売却・償還による収入 85,378 505,122 951,840

投資有価証券の取得による支出 △1,157,062 △232,404 △1,693,677

有形固定資産の取得による支出 △305,633 △60,215 △358,500

有形固定資産の売却による収入 2,932 ― 33,793

無形固定資産の取得による支出 △16,689 △2,166 △15,804

連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却
による収入

― ― 218,091

過年度子会社株式売却残金の回収による
収入

― 35,722 ―

長期貸付金の純増減額(増加：△) 981 △539 △48,098

関係会社長期貸付金の回収による収入 33,200 81,800 93,000

関係会社長期貸付金の貸付による支出 △200,000 △220,000 △390,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,556,893 97,320 △1,209,353

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

短期借入金の純増減額(減少：△) △76,773 ― △77,995

長期借入金の返済による支出 △71,000 △71,000 △142,000

自己株式の売却による収入 147,312 64,526 316,218

自己株式の取得に係る支出 △5,274 △21,799 △112,034

配当金の支払額 △159,752 △189,748 △159,752

財務活動によるキャッシュ・フロー △165,489 △218,022 △175,564

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 306 325 124

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △703,922 △583,125 △460,463

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,483,683 2,023,220 2,483,683

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期
末)残高

1,779,760 1,440,094 2,023,220
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　連結の範囲に関す

る事項

以下の子会社３社は全て連

結しております。

　　日本ティバルディ㈱

　　Tibaldi Small Goods

(Australasia)

Pty.,Ltd.

　　協立食品㈱

以下の子会社１社を連結し

ております。

　　協立食品㈱

以下の子会社１社を連結し

ております。

　　協立食品㈱

  なお、当連結会計年度に

おいて、 Tibaldi  Small

Goods(Australasia)

Pty.,Ltd.は株式売却によ

り、日本ティバルディ株式

会社は清算により、連結の

範囲から除外しておりま

す。

２　持分法の適用に関

する事項

(イ)持分法適用関連会社

３社

　　太平洋製糖㈱

　　南栄糖業㈱

　　マ・マーマカロニ㈱

　　なお、持分法を適用し

ていない関連会社サンロ

ック保険サービス㈱は、

中間連結純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないた

め、持分法を適用してお

りません。

(イ)持分法適用関連会社

　　　　　　　　　３社

太平洋製糖㈱

　　南栄糖業㈱

　　マ・マーマカロニ㈱

(イ)持分法適用関連会社

３社

太平洋製糖㈱

　　南栄糖業㈱

　　マ・マーマカロニ㈱

　　なお、当連結会計年度

において、持分法の適用

除外としていた関連会社

サンロック保険サービス

㈱は、清算しておりま

す。

　 (ロ)持分法適用会社の中間

決算日等に関する事項

　　持分法適用会社のう

ち、南栄糖業㈱の中間決

算日は12月31日でありま

す。中間連結財務諸表の

作成にあたっては、６月

30日現在で実施した決算

に基づく財務諸表の下半

期の数値を使用してお

り、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な

調整を行っております。

(ロ)持分法適用会社の中間

決算日等に関する事項

　　同左

(ロ)持分法適用会社の事業

年度に関する事項

　　持分法適用会社のう

ち、南栄糖業㈱の決算日

は６月30日であります。

連結財務諸表の作成にあ

たっては、12月31日現在

で実施した仮決算に基づ

く財務諸表を使用してお

り、連結決算日との間に

生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整

を行っております。

３　連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

　すべての連結子会社の中

間決算日は、中間連結決算

日と一致しております。

　連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致

しております。

　連結子会社の決算日は、

連結決算日と一致しており

ます。
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

４　会計処理基準に関

する事項

　 　 　

　(1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

(イ)有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　中間連結決算日の

市場価格等に基づく

時価法(評価差額は

全部資本直入法によ

り処理し、売却原価

は移動平均法により

算定)によっており

ます。

(イ)有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　中間連結決算日の

市場価格等に基づく

時価法(評価差額は

全部純資産直入法に

より処理し、売却原

価は移動平均法によ

り算定)によってお

ります。

(イ)有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　連結決算日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定)によっておりま

す。

　 　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による

原価法によっており

ます。

　　　　なお、投資事業有

限責任組合及びそれ

に類する組合への出

資(証券取引法第２

条第２項により有価

証券とみなされるも

の)については、組

合契約に規定される

決算報告日に応じて

入手可能な最近の決

算書を基礎とした持

分相当額を純額で取

り込む方法によって

おります。

　　　時価のないもの

　　　  同左　

　　　時価のないもの

同左

　 (ロ)たな卸資産

　　主として先入先出法に

よる原価法によっており

ます。

(ロ)たな卸資産

同左

(ロ)たな卸資産

同左

　 (ハ)デリバティブ

　　時価法によっておりま

す。

(ハ)デリバティブ

同左

(ハ)デリバティブ

同左
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　(2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

(イ)有形固定資産

　　国内会社

　　　平成10年４月１日以

降に取得した建物(附属

設備を除く)については

定額法、その他の有形

固定資産については定

率法によっておりま

す。

　　国外会社

　　　定額法によっており

ます。

　　　なお、主な耐用年数

は、以下のとおりであ

ります。

　　　建物及び構築物

３～50年

　　　機械装置及び運搬具

２～17年

(イ)有形固定資産

　　　平成10年４月１日以

降に取得した建物(附属

設備を除く)については

定額法、その他の有形

固定資産については定

率法によっておりま

す。

　　　なお、主な耐用年数

は、以下のとおりであ

ります。

　　　建物及び構築物

３～50年

　　　機械装置及び運搬具

２～16年

　　　

(イ)有形固定資産

　　　同左

　

　　

　

　　

　

　　　

　

(ロ)無形固定資産

　　　定額法によっており

ます。

　　　なお、主な耐用年数

は、自社利用のソフト

ウェア５年でありま

す。

(ロ)無形固定資産

　　同左

(ロ)無形固定資産

　　同左

　(3) 重要な引当金の

計上基準

(イ)貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損

失に備えるため、国内会

社は、一般債権について

は貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しており、

国外会社は見積りに基づ

く必要額を計上しており

ます。

(イ)貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。

(イ)貸倒引当金

　　同左

　 (ロ)賞与引当金

　　当社は、従業員に対し

て支給する賞与の支出に

充てるため、賞与支給見

込額の当中間連結会計期

間負担額を計上しており

ます。

(ロ)賞与引当金

　　同左

(ロ)賞与引当金

　　当社は、従業員に対し

て支給する賞与の支出に

充てるため、賞与支給見

込額の当連結会計年度負

担額を計上しておりま

す。
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　

(ハ)　　　　― (ハ)役員賞与引当金

　　役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、当連結会計年度にお

ける支給見込額に基づ

き、当中間連結会計期間

負担額を計上しておりま

す。

(ハ)　　　　―

　

(ニ)事業構造改革引当金

　　食品物資事業における

事業構造改革の実行に伴

う損失に備えるため、当

中間連結会計期間末にお

いて発生が見込まれる額

を計上しております。

(ニ)　　　　― (ニ)　　　　―

　

(ホ)退職給付引当金

　　当社は、従業員の退職

給付に備えるため、当連

結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中

間連結会計期間末におい

て発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。

　　なお、数理計算上の差

異については各連結会計

年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)

による按分額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度よ

り損益処理することとし

ております。

(ホ)退職給付引当金

　　同左

(ホ)退職給付引当金

　　当社は、従業員の退職

給付に備えるため、当連

結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上し

ております。

　　なお、数理計算上の差

異については、各連結会

計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10

年)による按分額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度

より損益処理することと

しております。

　

(ヘ)役員退職慰労引当金

　　当社は、役員及び執行

役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基

づく当中間連結会計期間

末要支給額を計上してお

ります。

(ヘ)役員退職慰労引当金

　　同左

(ヘ)役員退職慰労引当金

　　当社は、役員及び執行

役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基

づく連結会計年度末要支

給額を計上しておりま

す。
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　(4) 重要なリース取

引の処理方法

　

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

なお、在外連結子会社に

おいては、ファイナンス・

リース取引について通常の

売買取引に係る方法に準じ

た会計処理によっておりま

す。

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

　

同左

　

　(5) 重要なヘッジ会

計の方法

　

(イ)ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理によっ

ております。なお、為替

予約等が付されている外

貨建金銭債権債務につい

ては振当処理によってお

ります。

(イ)ヘッジ会計の方法

　　同左

　

(イ)ヘッジ会計の方法

　　同左

　

　 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ

    対象

ａ　ヘッジ手段
      為替予約取引
    ヘッジ対象
      外貨建金銭債権債務
ｂ　ヘッジ手段
      金利スワップ取引
    ヘッジ対象
      借入金の利息

　

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ

    対象

ａ　ヘッジ手段
      同左
    ヘッジ対象
      同左
ｂ　ヘッジ手段
      同左
    ヘッジ対象
      同左

　

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ

    対象

ａ　ヘッジ手段
      同左
    ヘッジ対象
      同左
ｂ　ヘッジ手段
      同左
    ヘッジ対象
      同左

　

　 (ハ)ヘッジ方針

主として原料糖の輸入

取引に係る為替変動リス

クを回避するために外貨

建金銭債権債務の残高の

範囲内で、また、借入金

の金利変動リスクを回避

するために借入金残高の

範囲内で、それぞれヘッ

ジ取引を行っておりま

す。

なお、投機目的のため

のデリバティブ取引は行

わない方針であります。

(ハ)ヘッジ方針

       同左

　

(ハ)ヘッジ方針

       同左
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項目
前中間連結会計期間

　(自　平成17年４月１日
　 至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
　(自　平成18年４月１日
　 至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
　(自　平成17年４月１日
　 至　平成18年３月31日)

　 (ニ)ヘッジ有効性評価の方

法

　　ヘッジ有効性の判定

は、原則としてヘッジ開

始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘ

ッジ対象の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段の相

場変動又はキャッシュ・

フロー変動の累計とを比

較し、両者の変動額等を

基礎として判断しており

ます。

(ニ)ヘッジ有効性評価の方

法

同左
　

(ニ)ヘッジ有効性評価の方

法

同左
　

(6) その他中間連結

財務諸表（連結

財務諸表）作成

のための基本と

なる重要な事項
　

(イ)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式に

よっております。

なお、仮払消費税等及

び仮受消費税等はそれぞ

れ流動資産の「その他」

及び流動負債の「その

他」に含めて表示してお

ります。

(イ)消費税等の会計処理

同左
　

(イ)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式に

よっております。
　

５　中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

（連結キャッシ

ュ・フロー計算

書）における資金

の範囲

　

手許現金、要求払預金及

び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資

からなっております。

同左

　

同左
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
　　　(自　平成17年４月１日
　　　 至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
　(自　平成18年４月１日
　至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間連結会計期間より「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会　平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号　平成15年10月31

日）を適用しております。

　これにより税金等調整前中間純損失

が228,349千円増加しております。

　なお、減損損失累計額については、

改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

き各資産の取得原価から直接控除して

おります。

　　　　　　　― （固定資産の減損に係る会計基準）

　当連結会計年度より「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号　平成15年10月31日）

を適用しております。

　これにより税金等調整前当期純利益

が221,795千円減少しております。

　なお、減損損失累計額については、

改正後の連結財務諸表規則に基づき各

資産の取得原価から直接控除しており

ます。

　　　　　　　― （役員賞与に関する会計基準）

　当中間連結会計期間より「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準委

員会　平成17年11月29日　企業会計基

準第４号）を適用しております。

　これにより営業利益、経常利益及び

税金等調整前中間純利益は3,095千円

減少しております。

　　　　　　　―

　　　　　　　―

　

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等）

　当中間連結会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　平成17年

12月９日　企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会　平成17年12月９日　企

業会計基準適用指針第８号）を適用し

ております。

　これによる損益に与える影響はあり

ません。

　なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は11,200,168千円であり

ます。

　なお、中間連結財務諸表規則の改正

により、当中間連結会計期間における

中間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しておりま

す。

　　　　　　　―
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表示方法の変更

前中間連結会計期間
(自　平成17年４月１日
　至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
　至　平成18年９月30日)

　　　　　　　　　　　　― （中間連結貸借対照表関係）

　「長期貸付金」（前中間連結会計期間559,660千円）につ

いては、前中間連結会計期間まで投資その他の資産の「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、資産総額の100分の

５を超えたため、当中間連結会計期間から区分掲記してお

ります。
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注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

　
前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

注１　有形固定資産の減価償却累計

額

2,530,336千円

注１　有形固定資産の減価償却累計

額

2,247,177千円

注１　有形固定資産の減価償却累計

額

2,169,732千円

注２　担保に供している資産及びこ

れに対応する債務

(1) 輸入原糖調整金の延納

　(担保に供している資産)

投資有価証券  　30,162千円

　(対応債務)

買掛金　　　　　　　　―

(2) 金融機関からの借入

　(担保に供している資産)

投資有価証券　 257,180千円

　(対応債務)

　　　短期借入金　　　22,000千円

　　　長期借入金　　　45,000千円

注２　担保に供している資産及びこ

れに対応する債務

(1) 輸入原糖調整金の延納

　(担保に供している資産)

有価証券　　   30,030千円

　(対応債務)

買掛金　　　　　　　　―

(2) 金融機関からの借入

　(担保に供している資産)

投資有価証券　282,480千円

　(対応債務)

　　　短期借入金     22,000千円

　　　長期借入金     23,000千円

注２　担保に供している資産及びこ

れに対応する債務

(1) 輸入原糖調整金の延納

　(担保に供している資産)

投資有価証券　30,027千円

　(対応債務)

買掛金　　　　　　　　― 

(2) 金融機関からの借入

　(担保に供している資産)

投資有価証券　261,360千円

　(対応債務)

短期借入金　　22,000千円

長期借入金　　34,000千円

　３　偶発債務

　　(1) 債務保証

　　　　次の関係会社について、金

融機関からの借入れに対し債

務保証を行っております。

太平洋製糖㈱ 2,974,666千円

南栄糖業㈱ 136,572千円

　　　　なお、上記南栄糖業に対す

る債務保証のうち、122,213千

円については、持分法適用に

伴う負債（固定負債「その

他」）に計上しております。

　３　偶発債務

　　(1) 債務保証

　　　　次の関係会社について、金

融機関からの借入れに対し債

務保証を行っております。

太平洋製糖㈱ 2,606,000千円

南栄糖業㈱ 134,232千円

　　　　なお、上記南栄糖業に対す

る債務保証のうち、114,274千

円については、持分法適用に

伴う負債（固定負債「その

他」）に計上しております。

　３　偶発債務

　　(1) 債務保証

　　　　次の関係会社について、金

融機関からの借入れに対し債

務保証を行っております。

太平洋製糖㈱ 2,790,333千円

南栄糖業㈱ 134,232千円

　　　　なお、上記南栄糖業に対す

る債務保証のうち、122,213千

円については、持分法適用に

伴う負債（固定負債「その

他」）に計上しております。

　　(2) 再保証

　　　　次の関係会社が負っている

納税債務に関して金融機関が

行っている履行保証に対し下

記金額を上限として再保証を

行っております。

太平洋製糖㈱ 120,000千円

　　(2) 再保証

　　　　次の関係会社が負っている

納税債務に関して金融機関が

行っている履行保証に対し下

記金額を上限として再保証を

行っております。

太平洋製糖㈱ 120,000千円

　　(2) 再保証

　　　　次の関係会社が負っている

納税債務に関して金融機関が

行っている履行保証に対し下

記金額を上限として再保証を

行っております。

太平洋製糖㈱ 120,000千円

注４　　　　　― 注４    中間連結会計期間末日の満

期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済

処理しております。　

注４　　　　　―

　

　　　　なお、当中間連結会計期間

末日は金融機関の休日であっ

たため、「受取手形及び売掛

金」の中間連結会計期間末残

高に満期手形2,000千円が含ま

れております。 　
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(中間連結損益計算書関係)

　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

注１　販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は、次のとおり

であります。

販売奨励金 178,177千円

販売手数料 114,759千円

運賃 275,863千円

役員報酬 62,929千円

執行役員報酬 28,058千円

給料手当 188,088千円

減価償却費 30,662千円

賞与引当金
繰入額

43,599千円

退職給付費用 17,898千円

役員退職慰労
引当金繰入額

7,225千円

公租公課 15,601千円

注１　販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は、次のとおり

であります。

販売奨励金 174,846千円

販売手数料 93,579千円

運賃 243,513千円

役員報酬 51,716千円

執行役員報酬 27,978千円

給料手当 146,219千円

減価償却費 26,021千円

賞与引当金
繰入額

43,453千円

役員賞与引当
金繰入額

3,095千円

退職給付費用 8,544千円

役員退職慰労
引当金繰入額

8,325千円

公租公課 10,856千円

注１　販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は、次のとおり

であります。

販売奨励金 350,407千円

販売手数料 208,809千円

運賃 516,748千円

役員報酬 108,612千円

執行役員報酬 53,204千円

給料手当 335,383千円

減価償却費 59,848千円

賞与引当金
繰入額

41,205千円

退職給付費用 30,565千円

役員退職慰労
引当金繰入額

14,925千円

公租公課 28,654千円

注２　固定資産売却益の内訳は、次

のとおりであります。

機械装置及び
運搬具

837千円

その他 302千円

計 1,140千円

注２　　　　　　―

　

注２　固定資産売却益の内訳は、次

のとおりであります。

機械装置及び
運搬具

837千円

その他 302千円

計 1,140千円

注３　合理化助成金は、精製糖の製

造委託先に係るものでありま

す。

注３　　　　　　―

　

注３　合理化助成金は、精製糖の製

造委託先に係るものでありま

す。

注４　固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。

建物及び構築物 325千円

機械装置及び
運搬具

3,747千円

その他 178千円

無形固定資産 1,470千円

計 5,722千円

　

注４　固定資産除却損は、建物及び

構築物の除却によるものであ

ります。

　 　

　

注４　固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。

建物及び構築物 4,391千円

機械装置及び
運搬具

3,747千円

その他 322千円

無形固定資産 1,470千円

計 9,931千円

注５　固定資産売却損は、機械装置

及び運搬具の売却によるもの

であります。

注５　　　　　　―　　 注５　固定資産売却損は、機械装置

及び運搬具の売却によるもの

であります。
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前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

注６　減損損失 注６　　　　　― 注６　減損損失　

当社グループは、以下の資産グルー

プについて減損損失を計上いたしま

した。

　

当社グループは、以下の資産グルー

プについて減損損失を計上いたしま

した。

　

場所 用途 種類

静岡県
富士郡
芝川町

舞茸生産設備
機械装置、建物
及び土地等

豪州メ
ルボル
ン

ハム・ソーセ
ージ製造設備

機械装置、建物
及び土地等

　当社グループは、管理会計上の区

分に基づいて事業用資産をグルーピ

ングしております。

　舞茸市況の低迷、収量の低下及び

豪州におけるハム・ソーセージの販

売不振により、食品物資事業におけ

る舞茸部門及び畜産物部門に係る資

産グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損

失(228,349千円)として特別損失に計

上しております。

　主な減損損失の内訳は、以下のと

おりであります。

建物及び構築物 119,265千円

機械装置及び運搬具 92,161千円

その他 16,922千円

合　　　計 228,349千円

　なお、当該資産グループの回収可

能価額は、路線価及び鑑定評価額等

に基づき合理的に算定した正味売却

価額により測定しております。

　

場所 用途 種類

静岡県
富士郡
芝川町

舞茸生産設備
建物及び
機械装置等

豪州メ
ルボル
ン

ハム・ソーセ
ージ製造設備

建物及び
機械装置等

　当社グループは、管理会計上の区

分に基づいて事業用資産をグルーピ

ングしております。

　舞茸市況の低迷、収量の低下及び

豪州におけるハム・ソーセージの販

売不振により、食品物資事業におけ

る舞茸部門及び畜産物部門に係る資

産グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損

失(228,349千円)として特別損失に計

上しております。

　減損損失の内訳は、以下のとおり

であります。

建物及び構築物 119,265千円

機械装置及び運搬具 92,161千円

その他 16,922千円

合　　　計 228,349千円

　なお、当該資産グループの回収可

能価額は、路線価及び鑑定評価額等

に基づき合理的に算定した正味売却

価額により測定しております。

注７　　　　　　― 注７　事業所閉鎖費用

　事業所閉鎖費用は、以下の事業所

の閉鎖に係るものであります。

場所 事業所名 用途

長野県
塩尻市

長野出張所 精糖製品倉庫

　事業所閉鎖費用の内訳は、以下の

とおりであります

固定資産除却損 4,527千円

撤去費用 6,498千円

その他 2,600千円

合　　　計 13,626千円

注７　　　　　―
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

当中間連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末株式
数

当中間連結会計期間増
加株式数

当中間連結会計期間減
少株式数

当中間連結会計期間末
株式数

発行済株式数 　 　 　 　

　普通株式 29,748,200 ― ― 29,748,200

　合計 29,748,200 ― ― 29,748,200

自己株式 　 　 　 　

　普通株式（注）1，2 2,641,230 71,704 224,010 2,488,924

　合計 2,641,230 71,704 224,010 2,488,924
　

　(注)１ 自己株式の増加 71,704株は取締役会決議に基づく市場買付けによる増加 66,000株、単元未満株式の買取　　

による増加 5,704株であります。

 ２ 自己株式の減少 224,010株は連結子会社による親会社株式の市場売却による減少 223,000株、単元未満株式

の売渡しによる減少 1,010株であります。

　

２　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。
　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成18年６月23日
定時株主総会

普通株式 191,309 7.00 平成18年３月31日 平成18年６月23日

　(注)　配当金の総額には、連結子会社への配当金 1,561千円が含まれております。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

現金及び現金同等物の中間連結会計

期間末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成17年９月30日)

現金及び預金勘定 1,697,400千円

有価証券勘定 85,360千円

　計 1,782,760千円

預入期間が
３ヶ月を超える
定期預金

△3,000千円

現金及び
現金同等物

1,779,760千円

現金及び現金同等物の中間連結会計

期間末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成18年９月30日)

現金及び預金勘定 1,421,294千円

有価証券勘定 51,830千円

　計 1,473,124千円

預入期間が
３ヶ月を超える
定期預金

△3,000千円

１年以内償還予定
債権

△30,030千円

現金及び
現金同等物

1,440,094千円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

(平成18年３月31日)

現金及び預金勘定 2,004,433千円

有価証券勘定 21,786千円

　計 2,026,220千円

預入期間が
３ヶ月を超える
定期預金

△3,000千円

現金及び
現金同等物

2,023,220千円

　

　
　
株式の売却により連結子会社でなく

なった会社の資産及び負債の主な内

訳

Tibaldi Small Goods(Australasia)

Pty.,Ltd.

（平成17年10月29日現在）

流動資産 309,021千円

固定資産 176,847千円

資産合計 485,868千円

流動負債 220,584千円

固定負債 17,787千円

　負債合計 238,371千円
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セグメント情報

１　事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間(自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日)

　

　
精糖
(千円)

食品物資
(千円)

不動産
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
売上高

5,268,572 944,564 290,486 6,503,623 ― 6,503,623

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 891 891 (891) ―

計 5,268,572 944,564 291,377 6,504,514 (891) 6,503,623

営業費用 5,245,526 1,093,227 47,181 6,385,935 66,218 6,452,153

営業利益
又は営業損失(△)

23,046 △148,663 244,196 118,579 (67,109) 51,470

　
(注) １　事業区分の方法は、内部管理上採用している売上集計区分によっております。

２　各事業の主要な製品または業務
(1) 精糖 …………… 精製糖、液糖及び糖蜜
(2) 食品物資 ……… 畜産物、食品添加物、舞茸、切花活力剤及びイヌリン
(3) 不動産 ………… 不動産賃貸

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(67,680千円)は、親会社の管理部門に係る
費用であります。

　

当中間連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　
精糖
(千円)

食品物資
(千円)

不動産
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
売上高

5,592,121 436,136 294,171 6,322,429 ― 6,322,429

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 555 555  (555) ―

計 5,592,121 436,136 294,726 6,322,984 (555) 6,322,429

営業費用 5,193,536 495,697 41,719 5,730,954 63,367 5,794,321

営業利益
又は営業損失(△)

398,584 △59,561 253,006 592,029 (63,922) 528,107

　
(注) １　事業区分の方法は、内部管理上採用している売上集計区分によっております。

２　各事業の主要な製品または業務
(1) 精糖 …………… 精製糖、液糖及び糖蜜
(2) 食品物資 ……… 食品添加物、イヌリン及び切花活力剤
(3) 不動産 ………… 不動産賃貸

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(63,922千円)は、親会社の管理部門に係る
費用であります。

　

― 30 ―



前連結会計年度(自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日)

　

　
精糖
(千円)

食品物資
(千円)

不動産
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
売上高

10,282,143 1,307,300 580,072 12,169,516 ― 12,169,516

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 1,782 1,782  (1,782) ―

計 10,282,143 1,307,300 581,854 12,171,298 (1,782) 12,169,516

営業費用 10,198,185 1,529,296 88,545 11,816,028 124,201 11,940,230

営業利益
又は営業損失(△)

83,957 △221,996 493,308 355,270 (125,983) 229,286

　
(注) １　事業区分の方法は、内部管理上採用している売上集計区分によっております。

２　各事業の主要な製品または業務
(1) 精糖 …………… 精製糖、液糖及び糖蜜
(2) 食品物資 ……… 食品添加物、イヌリン及び切花活力剤
(3) 不動産 ………… 不動産賃貸

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(127,126千円)は、親会社の管理部門に係る
費用であります。
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２　所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間(自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日)

　

　
日本
(千円)

豪州
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 5,994,157 509,466 6,503,623 ― 6,503,623

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,573 ― 1,573 (1,573) ―

計 5,995,730 509,466 6,505,197 (1,573) 6,503,623

営業費用 5,887,767 565,959 6,453,727 (1,573) 6,452,153

営業利益又は営業損失(△) 107,963 △56,492 51,470 ― 51,470

　

当中間連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　　　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

前連結会計年度(自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日)

　

　
日本
(千円)

豪州
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 11,660,050 509,466 12,169,516 ― 12,169,516

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,573 ― 1,573 (1,573) ―

計 11,661,623 509,466 12,171,090 (1,573) 12,169,516

営業費用 11,376,743 565,977 11,942,720 (2,490) 11,940,230

営業利益又は営業損失(△) 284,880 △56,510 228,370 916 229,286
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３　海外売上高

前中間連結会計期間（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）

　　　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

当中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

　　　海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

前連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

　　　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。　　　

　

　

　

リース取引関係

　　　半期報告書についてEDINETにより開示を行うため記載を省略しております。　　
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有価証券関係

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日)

１　時価のある有価証券

　

区分
取得原価
(千円)

中間連結貸借
対照表計上額(千円)

差額
(千円)

その他有価証券

(1) 株式 1,368,218 2,752,140 1,383,921

(2) 債券 　 　 　

　①　国債・地方債等 60,103 59,700 △403

　②　社債 616,022 630,041 14,019

(3) その他 453,044 507,893 54,848

計 2,497,389 3,949,775 1,452,386

（注）取得原価は、減損処理後の帳簿価額によっております。

減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損

処理を行い、30～50％下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行ってお

ります。

なお、当中間連結会計期間において、投資有価証券の減損処理を行い、投資有価証券評価損30千円を計上しており

ます。

　

２　時価評価されていない主な有価証券

　

区分
中間連結貸借対照表計上額

(千円)
その他有価証券

①　非上場株式 58,971

②　MMF 75,360

③　投資事業有限責任組合 600,505

④　その他 10,000

計 744,837
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当中間連結会計期間末(平成18年９月30日)

１　時価のある有価証券

　

区分
取得原価
(千円)

中間連結貸借
対照表計上額(千円)

差額
(千円)

その他有価証券

(1) 株式 1,457,191 3,058,119 1,600,927

(2) 債券 　 　 　

　①　国債・地方債等 60,106 59,367 △739

(3) その他 628,653 669,261 40,607

計 2,145,952 3,786,747 1,640,795

（注）取得原価は、減損処理後の帳簿価額によっております。

減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損

処理を行い、30～50％下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行うこと

としております。

　

　

２　時価評価されていない主な有価証券

　

区分
中間連結貸借対照表計上額

(千円)
その他有価証券

①　非上場株式 19,361

②　MMF 21,800

③　投資事業有限責任組合 482,257

計 523,418
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前連結会計年度末(平成18年３月31日)

１　時価のある有価証券

区分
取得原価
(千円)

連結貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

その他有価証券

(1) 株式 1,380,735 3,147,596 1,766,860

(2) 債券 　 　 　

　①　国債・地方債等 60,069 59,079 △990

　②　社債 291,427 280,596 △10,831

(3) その他 476,576 521,227 44,651

計 2,208,808 4,008,498 1,799,690

（注）取得原価は、減損処理後の帳簿価額によっております。

減損処理にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損処理

を行い、30～50％下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っておりま

す。

なお、当連結会計年度において、投資有価証券について減損処理を行い、投資有価証券評価損　39,639千円を計上

しております。

　

２　時価評価されていない主な有価証券

　

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)
その他有価証券

①　非上場株式 19,361

②　MMF 21,786

③　投資事業有限責任組合 698,606

計 739,753

　

　

　

デリバティブ取引関係

　　　半期報告書についてEDINETにより開示を行うため記載を省略しております。　　

― 36 ―



１株当たり情報

　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 389.26円 １株当たり純資産額 410.92円 １株当たり純資産額 408.18円

１株当たり中間純利益 0.22円 １株当たり中間純利益 13.90円 １株当たり当期純利益 9.51円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

２　算定上の基礎

　　　　(1)　１株当たり純資産額

　
前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

前連結会計年度末
（平成18年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） ― 11,201,349 ―

純資産の部の合計額から控除する金額
（千円）

― ― ―

普通株式にかかる中間期末の純資産額
（千円）

― 11,201,349 ―

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数（千株）

― 27,259 ―

　　　　(2)　１株当たり中間（当期）純利益

　
前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

前連結会計年度末
（平成18年３月31日）

中間(当期)純利益（千円） 5,928 378,301 260,543

普通株式に帰属しない金額 　 　 　

　利益処分による役員賞与（千円） ― ― 4,610

普通株式にかかる中間(当期)純利益
（千円）

5,928 378,301 255,933

普通株式の期中平均株式数（千株） 26,617 27,213 26,922
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重要な後発事象

　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

連結子会社の株式の売却

１.売却の経緯　

  平成17年５月13日開催の取締役会にて

連結子会社であるTibaldi Small Goods

(Australasia)Pty.,Ltd.の株式売却に

ついて決議いたしました。

　その後、株式の売却先に関して、当初

Promentor Pty Ltd.と交渉を続けて参り

ましたが、交渉過程で同業者であります

Ridders Fresh Pty Ltd.より、好条件で

の買収提案があり、平成17年８月10日開

催の取締役会にて売却先を変更すること

を決議し、平成17年10月29日をもって当

社及び連結子会社である日本ティバルデ

ィ㈱が保有する株式の全てを売却いたし

ました。

２.売却の内容

売却先　：Ridders Fresh Pty Ltd.

売却株数：1,140株(発行済株式総数の

          100%)

売却金額：3,037,014豪ドル

　なお、当該売却に伴う損益への影響は
ありません。
３.当該連結子会社の概要

商号　：Tibaldi Small Goods

　　　　(Australasia)Pty.,Ltd.

所在地：オーストラリア　メルボルン

代表者：三橋　稔

資本金：11,400,000 豪ドル

　　　　　　　― 　　　　　　　―
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5. 生産、受注及び販売の状況

(1) 生産実績

当中間連結会計期間における生産実績及び商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の

とおりであります。

(a)生産実績

事業の種類別セグメントの名称 生産高（千円） 前年同期比（％）

精糖 5,802,956 112.5

食品物資 391,927 48.6

合計 6,194,883 103.9

(注)上記の金額は、販売価格によっております。

(b)商品仕入実績

事業の種類別セグメントの名称 仕入高（千円） 前年同期比（％）

精糖 13,539 112.8

食品物資 82,827 72.2

合計 96,367 76.0

　

(2) 受注状況

当社グループは受注生産を行っておりません。

　

(3) 販売実績

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円） 前年同期比（％）

精糖 5,592,121 106.1

食品物資 436,136 46.2

不動産 294,171 101.3

合計 6,322,429 97.2

(注)１　上記の金額は、セグメント間取引を相殺消去しております。

 　 ２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

双日㈱ 4,240,430 65.2 4,544,749 71.9
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